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昨年11月、米国の「企業社会責任」の推進団体Business

for Social Responsibility（BSR）の招きで、米国企業に日本

の状況を報告する機会を与えていただいた。BSRは1,400

社を超える会員を有する米国最大の「企業社会責任」推進

団体である。昨年の年次総会には過去最多の1,000人あま

りの出席者があり、米国においてもこの種のテーマへの関

心の高まりをはっきりと窺わせる会議だった。

この席で基調講演を行ったのがHPのCEOフィオリーナ

女史だった。女史は環境適合設計や製品の回収システム

といった同社の取り組みや、さらにはインドにおけるソー

ラー式のデジタルカメラとプリンターの普及事例などを実

に熱っぽく紹介したが、特に印象に残ったのは、こうした

取り組みが「社員のモチベーション」を大きく高めることに

なるというくだりだった。

以前、欧州で聞き取り調査を行った際にも、環境経営な

どの「企業社会責任」を果たすことが「優秀な従業員を採

用し、定着させることに繋がる」という意見を多数聞いた

ことがある。翻って、日本企業の環境対策は、非常に生真

面目ではあるが、その意義づけについてやや多面性を欠

くきらいがあるように感じられる。

少子高齢化の中で労働力人口が減ってくると、日本企業

でも「優秀な人材の確保が困難」になる時代がまもなくやっ

てくる。そのとき「環境経営」が人材獲得のキーワードにな

ることは十分考えられる。この数年、「環境関連の仕事に就

きたい」、「環境対策の進んだ企業に入りたい」という学生

の声は確実に拡大している。

今年も、採用活動が本格化する時期を迎える。わが国

においても、環境関連の部署と人事部の連携による採用

活動が果たして成果をあげるのか。新たな試みをスタート

させてみてはいかがだろうか。

（株式会社日本総合研究所　足達英一郎）

環境経営と人材採用

■トップインタビュー 1

ダイハツ工業株式会社

代表取締役社長　山田 哉氏

■特集 4

金融と環境の関わり

■環境コミュニケーションを読む 9

File:05 LCAで狙いを定め、シンプルメッセージ。

■Sustainability Seminar 10

第5回「環境管理会計」

～環境経営の新たな発展に向けて～

講師：國部克彦氏

■Eco Frontiers 12

拡がる太陽光利用　色素増感太陽電池

■エコ設備導入事例 14

Case.05 ESCO事業で省エネと設備更新を同時に実施

■エコ商品 ここがポイント 16

情報を制する者は、環境も制す 環境マガジン特集

■SAFE NEWS Archives 18

UNEP FI東京会議、アジアで初の開催／

EUの新化学物質規制法案がEU議会に提出

■BOOKS 環境を考える本 20

注目の3冊／2003年11月度売上げベストテン

■SMFG環境インフォメーション 21

「エコ・コンサルティング」

CONTENTS

vol.46 2004.1

SAFE EYE



車は現代社会に欠かせない存在ではあるが、環境に少なからぬ負荷を与えていることも事実である。
そうした車の中でもダイハツがつくる軽自動車は、排気量や燃料消費の少ない環境にやさしい車。
社会の健全な発展に向け、"We do COMPACT."の企業スローガンのもと、環境技術開発などに
熱心に取り組んでいる同社では、2002年9月に、排出ガス中で貴金属が自己再生し、いつまでも
劣化しない「インテリジェント触媒」の実用化に世界で初めて成功。英国の科学雑誌「Nature」に
紹介され、「文部科学大臣賞（研究功績者賞）」「日経地球環境技術賞 大賞」をはじめとする
10種以上の賞を受賞している。そのような同社の環境対応の姿勢や今後の展望などを伺った。
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トップインタビュー

環境負荷の少ない、小さな車が
主役となる社会を目指しています。

ダイハツ工業株式会社

代表取締役社長　山田 哉氏
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まず、御社のガソリン以外を燃料とした車のラインアッ

プをご紹介下さい。

当社では、ハイブリッド車、燃料電池車に取り組む以前

より、電気自動車の技術開発および普及に力を入れており、

2003年3月時点での販売実績は国内最多を誇っています。

CNG軽自動車においては、発売以来トップシェアを維持して

います。また、軽自動車で初めての実用ハイブリッド車を開

発し、2002年11月から地方自治体などでモニター試験を進

めています。燃料電池車は、「ムーヴFCV-K-2」が2003年1

月に軽自動車の燃料電池車として初めて国土交通大臣の認

定を取得し、実用化に向けて走行試験を実施しています。

このように、当社ではいわゆる環境配慮型製品の開発を

積極的に行っています。ただ、そもそも軽自動車は、一定の

サイズ、一定の排気量の中で、安全で効率性の高いものを

どのように作るかということに常に注力しています。ですか

ら、ハイブリッド車としての燃費効率を上げることよりも、軽

自動車そのものの燃費をいかに向上させていくかというこ

とがまず大切なのです。たとえば、2002年12月に発売した

新型ミラVは、ダイハツの燃費技術を集結した結果、ガソリ

ン1リットルあたり30.5km走行できる「世界最高レベルの低

燃費」＊を誇っています。

御社の主力である軽自動車の制度について、どのように

お考えでしょうか。

軽自動車の制度については、目下、この制度そのものをど

うするのかという議論がなされています。規制に守られてい

る業界は競争力がなくなるといわれます。しかし、我々は規

制に守られているから競争していない、などということはな

く、決まった規格の中でむしろ十分に切磋琢磨しています。

環境面から考えると、軽自動車の省エネルギー性・省資源

性・省スペース性という「環境へのやさしさに対する見返り」

として税制上の優遇措置が講じられるというのは、とても面

白い社会制度であると思います。この軽自動車制度は、CO2

問題などが本格的に議論される現代だからこそ、見直され

るようになると思います。

今も北欧の国では、自動車登録税は排気量に応じて決ま

っており、税率にかなりの幅があります。つまり、誘導税制

という形で、温暖化対策の一つの手段として軽自動車制度

が活用されているのです。日本でも、民生部門のCO2排出量

が減らないという前に、このような制度作りをいっそう進め

るなど、まだ工夫の余地があるのではないでしょうか。

自動車リサイクルの問題についてはどのようにお考えで

しょうか。

リサイクルの問題は、その国や地域の状況にいかに対応

していくかということが重要で、業界としてその仕組みづくり

に取り組んでいます。また、車というのは安全性が大事です

から、壊れやすくてはいけませんが、壊しやすくする工夫は

海外展開についてのご苦労や今後の展望についてお聞か

せ下さい。

海外展開に際しては、各国でNOxやSOxの規制が異な

ることに加え、使われているガソリンも違いますので、各国

ごとのカスタマイズが必要です。また、本音を言えば、海外

のマーケットニーズにあわせると、車体はもう少し大きい方

がいいですし、排気量も上げた方が受け入れられやすいと

思います。つまり、市場競争に勝つためには、日本の軽自動

車と同一の規格より、その国々のベスト・フィット規格で製品

を投入する方がよいのです。しかし、我々軽自動車メーカー

が努力し、660ccで性能面でも環境面でもしっかりした車を

出していくというアプローチこそ、大事だと思っています。

モータリゼーションが進展している国の人々の多くは、車

といえばアメリカやヨーロッパ製の「大きな車」といったイ

メージを持っています。モータリゼーションの進展に伴う地

球環境の悪化を危惧する声も聞かれる中で、これから車が

普及していく国には、「環境にやさしい」軽自動車を車のス

タンダードにしていきたいと思います。

軽自動車メーカーが最初に進出を果たした国では、軽自

動車が車の主流になっています。たとえば、ASEANの中で

自動車の普及率が高いマレーシアでは、市場は現在40万台

を超える規模となっており、このうち当社の占有率は30％近

くあります。

現地生産事業に関しては、これまでマレーシアとインドネ

シアを中心に行っていましたが、新たに中国での事業展開

を加え、この3つを柱として海外での事業拡大を進めていま

す。2005年をめどに、中国の「第一汽車」と軽自動車などの

合弁生産を始める予定であり、今後、中国市場には特に力

を入れていくつもりです。

それから、当社は自動車メーカーの中で、「大きな車」を

製造していないという点で大変珍しい会社だと思います。

当社の日本国内における軽自動車市場の占有率は約28％

ですが、グローバル市場では、まだまだ努力しなければな

りません。トヨタグループの中で、これからも伸びる分野で

ある「小さな車」を任されている会社として、しっかりと役割

を果たしていきたいと考えています。
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環境問題が真剣に議論される現代において、
軽自動車の環境優位性が注目されている。

「壊しやすい車」の開発を通して、
3Rにも積極的に取り組んでいます。

＊ガソリン乗用車、国土交通省10-15モード燃費（ハイブリッド車を除く）。
2002年12月現在。
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PROFILE
山田 哉（やまだ　たかや）
昭和16年生まれ。昭和39年東京大学経済学部卒業。同年、トヨタ自動車
工業（株）入社。平成7年同社取締役就任。平成11年ダイハツ工業（株）取
締役副社長、平成12年代表取締役社長に就任、現在に至る。

会社概要

ダイハツ工業株式会社

設　　立 1907年（明治40年）
本　　社 大阪府池田市ダイハツ町1番1号
資 本 金 284億円（2003年4月1日現在）
従業員数 10,976名（2003年4月1日現在）
代 表 者 山田 哉
業務内容 自動車、産業車両、その他各種車両およびその部品の製造、

販売、賃貸および修理
ホームページアドレス　http://www.daihatsu.co.jp/

大切です。リサイクルへの対応は今後自動車メーカーの競

争力の一つになると考え、リサイクルをしやすい車づくりに

他社より一歩先んじて取り組むとともに、いっそう力を入れ

ていきます。

具体的には、バンパーを取り外しやすくするなどの「部品

の取り外し性向上」、リサイクルをしづらい物質を使わない

「単一素材への分離分解性の向上」など、いろいろな工夫を

考えています。また、欧州では、過去に販売した車体の解

体マニュアルを作成するなど、処理業者のサポートも行って

います。

御社では環境会計を経年的に熱心に取り組まれておられ

ます。

当社では、環境保全に関する投資を効率よく継続してい

くために、環境会計を用いた費用対効果の把握と環境投資

の集約管理が不可欠であると考えています。候補となる投

資案件ごとに、パフォーマンス向上の観点から点数化を行

い、点数が高い案件から優先的に投資を行っています。

環境対応で他社より一歩先んじるだけの投資は、これか

らも継続して行い、環境対応の技術革新や製品面での工夫

といった取り組みに力を入れていきます。

軽自動車メーカーとしての今後の環境問題への挑戦につ

いて伺います。

環境対応をすることは、自動車会社が存在するための必

要条件であると思っています。技術開発において、他社に

追随するという姿勢では技術は向上しないのと同様に、環

境対応についても、世間にいわれるからやるんだという考

え方では、自動車メーカーとして成長できないと思います。

特に、技術力、環境対応力は、軽自動車メーカーが今後発

展していくためのカギであると考えていますので、他社よ

り常に一歩先を行く取り組みを続けていきます。

今、お客さまが軽自動車をご購入される際、環境に優れ

た点を一番目に評価して下さる方はまだ少ないのです。大

半の方は、実用上便利であるという理由からご購入いただ

いているように思います。それでも最近では、軽自動車の選

択基準に、燃費や排ガス性能を考慮されるお客さまもおら

れ、ユーザーの意識の高まりが感じられます。5年くらい前

までは、排ガス性能は商売にならないと考えていましたが、

今は違います。

今後、日本での軽自動車に対するイメージが、「環境にや

さしい車」という方向に大きく変わってくれば、環境を前面

に出した事業戦略も十分に考えられるでしょう。「『環境負

荷の少ない小さな車が主役となる社会』の実現」に向けて、

燃費の改善を最重要課題としチャレンジし続けることが、

軽自動車メーカーである当社の社会的な役割だと思って

います。

【聞き手】三井住友フィナンシャルグループ広報部長　牧　満

環境対応なくして、自動車会社の存続は
もはや許されない。



足達 本日は、「金融と環境の関わり」

について座談会を行うということで、

業態の異なる4金融機関の皆さまに

お越しいただきました。

最近では、金融と環境との関わり

が日本でも徐々に理解されてきてい

るように感じます。そして10月20日・

21日に開催されたUNEP FI東京会議

は、その関係が世の中に認知される

ための大きな契機だったのではない

でしょうか。そこでまず、金融機関と

してどのような視点から環境へのお

取り組みをスタートされたのか、お

話しいただきたいと思います。

佐藤 当社は、99年8月に日興エコファ

ンドの販売を開始しました。当時は、

環境面や社会面で企業をスクリーニ

ングすることは珍しいことでしたから、

社内的には、「本当に売れるのか」と

いう声もありました。しかし、当社は

革新的なものに積極的に意欲を示す

社風があり、発売を決めました。

当社にとって一番よかったことは、

投資信託の初心者の方や、証券会社

にあまり馴染みのないような方々に、

かなり購入していただいたことです。

おかげさまで、当初400億円ほどの

規模から半年あまりで約1,400億円の

残高を誇るような人気ファンドになり

ました。この商品で、「日興＝エコ」と

いう雰囲気が社内にも広まり、環境

に本格的に取り組んでいくことにな

りました。

その後、2000年にUNEP FIに署

名をし、環境計画室ができ、組織的

に取り組みを推進していく体制が整

いました。また、当社の金融業として
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手探りの取り組みから
見えてきた環境との関わり
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環境配慮をはじめとする企業の社会的責任は、業種を問わずあらゆる企業に
求められるものである。
では、企業への投融資活動などを通じ経済社会と深く関わっている金融機関
が、持続可能な社会の実現のために果たしうる役割は何か。
昨年10月には、金融機関と持続可能性との関係を論じるUNEP FI（国連環境
計画ファイナンス・イニシアティブ）東京会議が、アジアで初めて開催されている。
そうした流れを受け、今号では業態の異なる金融機関の方々に、「金融と環境」
についての座談会を行っていただいた。

持続可能な社会の実現に寄与する
金融業を目指して
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・損保ジャパン
酒井香世子氏
・日興コーディアルグループ
佐藤由恵氏
・三井住友海上
廣田誠司氏
・三井住友フィナンシャルグループ
服部 晃氏
・日本総合研究所
足達英一郎氏（司会）
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ントシステムを導入し、2000年12月に

生損保業界で初の全店でのISO認証

取得を果たしました。UNEP活動で

は、96年、国連・世界の保険会社5社

とともに「UNEP保険業界環境声明」

を起草し、翌年設立されたUNEP保

険協会においてアジア代表の運営委

員を務めるなど、日本のみならずア

ジアの保険会社のリーダーとして国

際的な環境活動を行っています。

服部 グループというより銀行として

の話になりますが、私たちは合併会

社ですので、それぞれ違った形で環

境問題にアプローチしていました。

旧住友銀行では、96年に環境情報誌

「SAFE」を発行し、「SAFEプロジェ

クト」という略称で、お取引先へのご

支援を中心とした環境活動を始めま

した。一方、旧さくら銀行は、98年に

ISO14001の認証を邦銀で初めて取

得しました。これは、今後金融機関

も積極的な環境対応を展開する必要

があるという経営の判断でした。

現在はこれらの活動を集約し、発

展させた形で継続しています。活動

の柱は、社会的責任の履行としての

省資源・省エネ、土壌汚染などの環

境リスクへの対応、さらに、現在取り

組みを強化している本業でのビジネ

スになります。

足達 今のお話を一巡して伺うと、最

初は「取り組み」からスタートし、徐々

に事業機会としての認識が高まって

きているのだなと思います。そうし

た中で、事例としてお話しいただけ

ることは何かございますか。

酒井 当社では土壌保険の販売を

2001年に始めました。これは、栗田

工業さん、日本政策投資銀行さん、当

社などが共同出資するランドソリュー

ション株式会社という土壌浄化の専

門会社に調査を依頼されたお客さま

向けの専用保険です。土壌浄化にか

かった費用が当初の見積もりよりかな

り高額となってしまった場合に、その

差額を補償するというものです。

これまで商品化するのが難しいと

いわれていた環境分野ですが、リス

クを感じているお客さまが増えてき

ており、土壌関連の商品は今後も伸

びていくことが期待されます。土壌

保険に限らず、損保会社の本業であ

るさまざまなリスクに対する「解」の

提供に力を入れていきたいと思って

います。

廣田 当社は環境問題対応型の保

険商品やサービス、エコファンドなど

を数多く開発し、お客さまに提供し

ておりますので、保険・金融事業と

環境をすでにリンクさせています。

当社グループ会社のインターリスク

総研による環境リスクコンサルティング

などは事業として成功しているよい

例です。

また、「エコ車検・整備」といって、

当社の発案した自動車の排ガスなど

を低減する車検・整備を、当社の代

理店である自動車整備事業者が扱っ

ており、これも事業として定着してい

ます。

服部 銀行でエコファンドを販売し

ているほかに、グループとして日本総

研と一緒に幅広い環境事業に対応で

きるエコ・コンサルティングに力を入

れています。また、2002年からは行
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の今後の取り組みとしては、お客さ

まの資産運用の部分だけに限らず、

企業の資金調達をサポートするとき

の基準として、環境配慮を取り入れ

ていけたらと考えています。

酒井 当社の環境への取り組みのきっ

かけは、92年にリオデジャネイロで開

催された地球サミットに当時の社長

の後藤が経団連のミッションの団長と

して参加したことでした。そのサミッ

トで「環境問題はこれからかなり深刻

になっていくだろう」という現状と、

「NPO・地域社会とのパートナーシッ

プが非常に大事になる」という認識を

社長が持ち、帰国後すぐにトップダウ

ンで取り組みが始まりました。

すぐに社長室内に地球環境室が設

置され、先進企業の事例などをヒヤ

リングしていく中で、取り組みの「3つ

の視点」が出てきました。まず、損保

会社として、「環境関連の金融商品・

サービスの開発・提供」という本業部

分での貢献が一つ。2点目が、「省資

源・省エネルギーの推進」。3点目が

環境問題に資する「社会貢献活動」

です。この3つの柱が現在の当社の

環境方針そのものになっています。

商品・サービスに関しては、最初の

うちは、たとえば、「エコカー割引」の

ような、寄付型の商品や保険料を割

り引く商品が多かったのですが、99

年にエコファンドの発売を開始しま

して、やっと本業で環境問題の解決

に資するような商品を出せてきたと

いうのが、最近の流れです。

廣田 当社は、96年に制定された

「損保業界の環境保全に関する行動

計画」をきっかけに、本格的に活動

を開始しました。最初は省エネ・省

資源活動が主でしたが、現在は環境

問題をリスクの一つと捉え、環境リ

スクをカバーする保険やサービスを

開発するなど、本業による環境への

取り組みに力を入れています。当社

の代表的な活動としては、全店での

ISO14001活動とUNEP活動が挙げら

れます。

ISO活動は、全国に環境マネジメ
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氏
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「環境」視点の金融商品



内で環境ビジネスに関する検討会を

立ち上げ、主に温暖化関連事業や土

壌汚染関連事業に対する金融支援を

強化しているところです。

酒井 当社のエコファンド「ぶなの森」

の場合、おかげさまで設定来のパフォ

ーマンスがTOPIXを10％ほど上回っ

ていまして、中長期的には環境配慮

企業の企業価値は上昇していくこと

の証明になりつつあるのではない

か、と見ています。また、SRIの中で

も「エコ」と絞っている方が、販売す

る側もわかりやすい面はあるのかも

しれませんね。

足達 今お話のあったエコファンド

ですが、401Kなどの年金や、さらに

テーマを多様にするなど、いろいろ

な可能性が指摘されています。その

可能性を広げていくように、業界全

体で普及一般化を図っていくべきだ

と思います。

10月に、台湾で行われたエコファ

ンドのシンポジウムに参加してきた

のですが、日本の経済産業省、金融

庁にあたる行政機関と商工会議所が

一緒になって、「台湾で環境配慮型の

金融商品を誕生させ、その意義を企

業側にもよく理解してもらい普及させ

ていこう」という内容でした。政府と

経済界・金融界が一体となって普及

のために知恵を絞るという点で、日

本より進んでいるなという印象を受

けました。台湾は資源が少ない国で

すから、企業は常に海外からの投資

を意識して行動していて、環境配慮

やCSRの取り組みが、投資市場で企

業が資金調達をする際に重要なポイ

ントになるということを切実に考えて

いるのです。

欧米のSRIの原点として、宗教的

なバックグラウンドが必ずいわれま

すが、日本にも台湾にも、そのような

強い背景はないので、社会全体で金

融商品の働きや意義を認めて、みん

なでお膳立てしていくような雰囲気

づくりが今後必要だろうと思います。

足達 では、国や企業が、金融と環

境のあり方をより前進させていく上

での仕組みづくりに関して、皆さんが

日頃考えておられることを伺いたい

と思います。

佐藤 現状では、各社の環境報告書

は、それぞれが自社の指標などを用

いているので比較することができま

せん。当社ももちろんですが、証券

業や企業格付けを行う業種では、報

告書も企業評価の判断材料として有

効に活用したいと考えています。し

かし現状では、報告書はまだ企業パ

ンフレット的な要素が強いものに留

まっています。いきなり今の財務諸

表並みの開示基準は難しいとしても、

適切な企業評価のためにも、中長期

的にはガイドラインのようなものを作

るべき、との考え方が当社でも出て

きています。

服部 ISOの取得に際し、あるシンク

タンクにコンサルティングをお願いした

のですが、邦銀では初めてのEMSマ

ニュアル作成だったため、非常に苦

労されたと聞いています。規制に頼

りすぎるのも問題ですが、業界として

の自主的な指標のようなものがあれ

ば、活動を進めやすいと思います。

足達 次に、省エネ・省資源など、

社内での環境負荷低減への取り組み

についてお聞かせ下さい。

廣田 当社は現在、全国規模の金融

機関としては唯一、全店でのISO

14001認証を取得しており、省エネ・

省資源活動もISOのシステムに則っ

て全国で行っています。活動は、両

面コピーやごみ分別などの全社員の

行動面による環境配慮と、パンフ・

帳票類を電子化したり申し込み手続

きを簡素化するといった本社各部で

の仕組み面による環境配慮という2

方面から行っています。この活動を

しっかり行った結果、紙や電力使用

量はかなりの削減が図れており、ISO

導入の効果が着実に表れています。

酒井 当社では、ISO14001は本社ビ

ルとコンピューターセンターで取得し

ています。コンピューターセンターは、

証券の発送業務や保険契約のエント

リーなど、紙と電力を一番使用するビ

ルですから、紙・ごみ・電気を中心と

したEMSを構築してきました。一方、

本社ビルは、商品の開発部門や事故

対応の部門などの企画部門がありま

すので、紙・ごみだけではないISOの
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環境配慮企業が
適切に評価されるための
指標が必要 ISOのPDCAサイクルが

促した社員の意識変化
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受けていると、PDCAのサイクルがう

まく回り、計画的に取り組みが実施で

きていることを実感できるようになりま

した。

服部 グループでは、銀行の本部ビ

ルと日本総研の大半の事業所でISO

を取得しています。両社の他の拠点

でも、事務効率化も念頭においた紙

の削減や環境教育など、EMSは全体

で実施しています。また、2002年12

月の持ち株会社への移行に伴い、グ

ループの環境委員会を設置し、7月に

グループ環境方針を制定しました。

傘下の各社でもそれぞれ独自の目標

を立てましたので、グループ全体と

して徐々に意識づけができてくると

思います。今後は、各社共通の目標

を設定するなど、グループ4社の相乗

効果を出していきたいですね。

足達 お話を伺っていると、サービ

ス業は製造業と違って、取り組みを

始めるきっかけが少ないので、

ISO14001の認証はかなり効果的だと

改めて認識しました。

次に、先日東京で開催された

UNEPの会議に関して、皆さんはど

のような印象や、ご感想をもたれた

でしょうか。

廣田 世界各国から大勢の人が集ま

り、金融機関にとって大変有意義な

会議だったと思います。この会議で

提案された東京原則やアジアタスク

フォースの設置検討などは、今後日

本の金融機関が実行すべきことだと

思います。

佐藤 会議前には、市況動向の悪化

の影響を受けているとはいえ、日興エ

コファンドの残高推移が低調になって

いることを考えると、SRIファンドをこ

のまま進めていくことに迷いも若干あ

りました。しかし、会議でのSRIへの

関心の高さを目の当たりにして、迷い

はなくなりました。金融機関全体とし

ては、これを機に、先行する欧米の

手法をそのまま取り入れるのではな

く、日本独自のやり方を探していくこと

が必要だと思います。

酒井 まず、日本で開催されたこと

自体画期的であり、欧米中心であっ

たUNEPの活動がアジアにも広がり

を見せたことがよかったと思います。

それから、日本の金融界も、徐々に

業種の垣根が消えていますが、以前

は保険業界と金融業界が別々に行っ

ていた会議が一つになり、環境配慮

も統合的に進んでいるのだなと感じ

ました。

また、日本は金融機関の環境への

取り組みが、よく「遅れている」とい

われます。しかし、そういわれてしま

うのは、日本の金融機関の情報発信

がとても慎重だからでしょう。実際

の取り組みは欧米の金融機関と大差

はないと思いますから、彼らの情報

開示姿勢を学んでいくべきだと思い

ます。

服部 我々はUNEP FIへの署名後

初めての参加でしたが、参加者の熱

心な様子や活気に刺激を受けまし

た。個人的には、今後はさまざまな

外部関係者との連携も含め、金融業

として自主的にディスカッションする

場をもっと持ちたいと思います。ま

た、業界として、いろいろな情報を
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導入を進めています。その他の地区

に関しては、ISOのエッセンスを活か

した当社独自のEMSである「E－こと

プロジェクト」というシステムを導入し

ています。

取り組みを続けていくうちに、乾い

たぞうきんを絞るように、だんだん削

減目標を立てるのが難しくなってきま

す。「このままのやり方ではこれ以上

削減できない」となったときに、社員

一人ひとりが仕事のプロセスを見直

すという方向に意識が向くようになっ

てきました。これは、ISOのPDCAの

効用だと感じています。また、商品開

発など本業の部分でも、CSR・環境

推進室から呼び掛けなくても、自発的

に開発を推進するといった動きがみ

られるようになりました。確かに、ISO

の導入による費用や審査準備などは

大きな負荷ではありますが、ISOがな

かったらここまで社内の意識形成は

できなかっただろうと思っています。

佐藤 当社も、事業と連動させる形

で、目標、プログラムの設定を行って

います。当社グループでは、2001年

に2つの拠点で最初にISOを取得し、

年々取得範囲を広げています。それ

らの拠点から、人の異動に伴ってISO

の考え方が各部署に広がって、今で

はかなり運用がスムーズになってきま

した。事務局として結果報告などを

UNEP FI東京会議を
受け日本独自の
アプローチを探る

廣
ひろ

田
た

誠
せい

司
じ

氏

三井住友海上火災保険株式会社
総務部　社会・環境グループ　課長代理

足
あ

達
だち

英一郎
えいいちろう

氏

株式会社日本総合研究所
創発戦略センター　上席主任研究員



よい商品や、環境に配慮した製品が

市場にでてきても、それを評価して

くれる買い手がいない限り、世の中

は変わっていきません。たとえば、

エコファンドやSRIファンドに関して、

幅広いステークホルダーにきちんと

知識を持っていただいた上で、企業

評価をしてもらうことが必要です。金

融機関と市民との関係においては、

投資家教育を通じて、投資家のすそ

野を広げる取り組みや、より積極的

な情報発信を行っていくことが非常

に大切なことだと思います。

酒井 当社も環境教育やステークホ

ルダーとの対話に力を入れています。

その一例として大学生の皆さんを環

境NPOに派遣するインターンシップ

プログラムなどを提供しています。

また、学生の皆さんから当社の環境

マネジメント活動に対して提言をい

ただく大会も開催しましたが、学生

は非常に可能性のあるステークホル

ダーだと感じます。自社の取り組み

に対するさまざまな意見には刺激を

受けますし、情報発信や対話の重要

性を感じます。

また、先ほど足達さんが仰った銀

行の就業者数が3割減少している、と

いうのはかなりショッキングな数字で

すね。よい人材の確保という観点か

らも、環境やCSRへの取り組みは、

ますます重要になってくると思いま

す。

服部 自社としては、情報開示が当

面の課題です。環境問題への取り組

み全般についてはよく外銀と比較さ

れますが、先ほど酒井さんが仰った

ように、決して日本の金融機関の活

動が劣っているとは思いません。た

だ、外部とのコミュニケーションは遅

れていると感じますので、弊社でもこ

れは喫緊の課題として考えていきた

いと思います。それから、金融機関

全体としての話になりますが、たとえ

ば、温暖化の排出権取引に関する

CO2の価格一つ取っても、最終的に

は市場が価格を決め標準化していく

ものだと思うのです。それには金融

機関が担うことができる役割もあると

思いますし、それに応えられるように

頑張っていきたいと思っています。

足達 2002年のヨハネスブルグサミッ

トで、イギリスの金融界が「London

Principle（ロンドン原則）という報告書

を公表しました。シティはウォールスト

リートに規模ではかなわない。では、

イギリス金融界としてどのように競争

力を発揮していくのか、その答えとし

て「環境」と「サステナビリティー」を掲

げたわけです。同じような着眼が日本

にもあってよいと思いますし、日本の

金融機関は、途上国の生物多様性や、

貧困の問題などに、まだまだ貢献で

きるはずです。

本日は、各社さんの取り組みに留ま

らず、現場の悩みや力強い取り組み

への決意などをお聞かせいただきま

した。皆さんお忙しい中、ありがと

うございました。
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国内外に発信していくことも必要に

なってくるだろうと考えています。会

議はそのためのよい契機になったと

思います。

足達 私は、日本の金融界は、国内

に目が行き過ぎてしまっているのでは

ないか、と感じました。日本の銀行の

就業者数が、この10年で合併やリス

トラなどの影響により3割減少してい

るそうです。金融業は、世界経済の

発展を担う非常に重要かつ社会的意

義のある産業セクターであり、世界の

市場でまだまだ成長するポテンシャル

を持っていると思います。もう一度、

この金融産業を世界のマーケットで

いかに展開していくか、という大きな

視野を持ってよいころではないでしょ

うか。その競争力のコアとして「環境」

が一つのキーワードになるだろうと思

います。

最後に、今後の持続可能な社会と

価値の実現に向けて考えていること

をお聞かせ下さい。

廣田 社内の環境活動が持続可能

なものとなるよう、他の会社施策と連

動させ推進しています。2003年度よ

り開始した、省エネ・省資源（エコロ

ジー）を通じて無駄をなくす（エコノ

ミー）という2つのエコを追求する「エ

コツー運動」や業務連絡・報告をシ

ンプルに行う「スリムワン運動」など

とリンクさせ、従来からの環境活動

がマンネリ化・レベルダウンしないよ

う工夫しています。

また、2003年8月には「CSR委員会」

を設置し、これからは環境もCSR活

動の一つとして、他の活動と一体化

して取り組んでいく考えです。

佐藤 私は、この春に環境計画室に

異動して来たのですが、「こんなに熱

心に取り組んでいることをなぜもっ

と外部にアピールしていかないの

か」と疑問に思いました。どんなに

持続可能性への挑戦が
金融業の競争力の
源泉となる

●



9SAFE vol.46 January.2004

環境コミュニケーションを読む

LCAで狙いを定め、
シンプルメッセージ。
キヤノン

ひとくちに環境コミュニケーション

といっても、自らの活動の特性を把

握していなければ、有意義な効果は

望めない。発信する情報の焦点が定

まらなければ、受け手からのリアク

ションもそれ相応のものにしかなら

ないからだ。その悪循環を打破する

一手を考えてみたい。

弱いリアクションを嘆く前に 己を知る。自信になる。

詳しくは…
キヤノン●http://canon.jp/ecology/

キヤノン

『サステナビリティ報告書2003』

判型：A4（210mm×297mm）

ページ数：70ページ

File: 05

しばらく環境コミュニケーション活

動を続けてみると、ステークホルダー

からの反応に物足りなさを感じるよう

になる場合が多いのではないだろう

か？　たとえば、単なる社交辞令の羅

列であったり、自社の事業活動とは無

縁の要求であったり…。

しかし、それらの反応を嘆く前に、

自らが発信している情報の質を再検討

する必要はないだろうか？　情報のバ

ランスは自社の事業特性に合致してい

るか？　汎用的なガイドラインや異分

野の先進企業の「お手本」に振り回され

過ぎてはいないか？

自社の事業特性を見極め、情報発信

に反映できれば、それに続くコミュニ

ケーションの質も向上するはずであ

る。キヤノンのケースがよい例だ。

キヤノンは、かねてから国内有数の

環境優良企業と認められていたが、そ

の実績が環境コミュニケーション分野

での評価として、なかなか表れてこな

かった。それが2002年以降、環境関

連表彰のほとんどに名を連ねるように

なった。そのブレイクスルー・ポイン

トの一つは、おそらく「LCAデー

タを有効に使って環境負荷を具

体的に表現したこと」である。

1998年、同社はタイプⅢ型エコラ

ベルの導入に着手し、その一環として、

製品ごとのライフサイクルアセスメント

（LCA）を実施。その結果、自社のもっ

とも大きな環境負荷要因が「製品の使

用段階」であることを客観的な数値と

して特定することができた。

この事実を根拠に、エコリーフ、環境

広告、報告書、展示会など、環境コミュ

ニケーションのあらゆる場を通じて

「環境配慮型製品の開発・普及を使命と

考え、行動するキヤノン」というシンプ

ルなメッセージを自信をもって発信。

それらの活動は内外から評価され、

2003年6月には、日本企業として初

めて「環境」をテーマとした投資家向け

事業説明会を開催するまでの「環境コ

ミュニケーション優良企業」へと進化

したのだ。

このケースは、あくまで一例に過ぎ

ない。いうまでもなく、企業ごとの事業

特性はさまざまである。それを見極め

ること、そこから環境コミュニケーショ

ンの第2ステージは始まるのだ。

「環境」をテーマとした投資家向け事業説明会の様子。
当日は約100名の参加者が集まり、活発な意見交換がなさ
れた。



近年、環境経営という言葉がさか

んに使われているが、その内容は抽

象的でありスローガン的でもある。

しかし、「環境経営」を標榜する以上、

目標とする方向性だけでなく、それ

を実現するシステムを同時並行的に

構築しなければならない。

環境保全を実行するためのシステ

ムは、ISO14000シリーズの中でかな

り整備されてきたが、そこには企業経

営にとって決定的な手法が欠けてい

る。それは、企業の経済活動と環境

保全活動を連携させる手段である。

企業は経済組織であるから、環境

保全活動も経済原理から無縁ではあ

りえない。ましてや、「環境経営」とい

う企業経営の隅々にまで環境への意

識を浸透させた経営を実現するため

には、企業経営システムの根幹に

「環境」という側面をインプットしなけ

ればならないが、そのための手段は

ISO14000シリーズの中には存在して

いない。

環境と経済を連携させる手段は環

境会計であり、これはISOの枠外で

発展してきた。特に、企業の内部管

理のための環境会計は「環境管理会

計」と呼ばれ、世界的な発展傾向に

ある。たとえば、アメリカでは2003年

に、環境保護庁の資金提供によって、

環境管理会計研究情報センターがテ

ラス研究所内に設置された。

環境管理会計とは、端的に述べれ

ば、環境保全活動を企業活動の本来

の目的である利益獲得と結びつける

ための手段である。日本では、環境

会計は「環境報告書で環境コスト情

報などを開示する手段」（これは外部

環境会計と呼ばれる）と理解されが

ちであるが、欧米では環境管理会計

の方が注目され、手法の開発が熱心

に行われてきた。

日本では環境省が発行している

「環境会計ガイドライン」が環境報告

書での情報開示を重視した外部環境

会計を指向しているのに対して、経

済産業省からは「環境管理会計手法

ワークブック」が刊行されている。経

済産業省のワークブックでは、環境

管理会計に関する主要手法が解説さ

れており、外部環境会計中心であっ

た日本の環境会計実務に大きな影響

を与えつつある。経済産業省では

2003年度に産業環境管理協会内に、

環境会計研究センターを設置し、環

境管理会計手法の普及・促進にさら

に力を注いでいる。

外部環境会計と環境管理会計の

もっとも大きな相違点は、外部環境

会計が企業間での標準化を指向する

のに対して、環境管理会計は企業の

意思決定目的に応じて弾力的に構築

できる点にある。対象とする環境コ

ストも、外部環境会計の場合は環境

保全コストだけなのに対して、環境

管理会計では原材料コストやエネル

ギーコストをはじめ、使用時のエネ

ルギー費や廃棄リサイクルコストの

ようなライフサイクルコストや社会的

コストまでも、必要に応じて対象と

することができる。

環境管理会計の手法にはさまざま

なものがあるが、設備投資決定・業

績評価・原価企画など、既存の手法

に環境の要素を組み込んだ手法と、

マテリアルフローコスト会計やライフ

サイクルコスティングのような独自の

情報基盤を持つ手法に大別すること

ができる。これらの手法の中でも、

マテリアルフローコスト会計は複数
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環境経営講座

Sustainability Seminar
〈第5回〉
環境管理会計
～環境経営の新たな発展に向けて～

企業にとって「環境」の重要性が増すに従い、それに関連するコス
トへの関心が高まってきている。こうした流れから、環境管理会
計は、企業の経済活動と環境保全活動を連携させる手段として注
目されている。今回は環境管理会計が企業経営においてどのよう
な役割を果たしうるのか、國部克彦氏に論じていただいた。

國部克彦氏
神戸大学大学院経営学研究科　教授
2003年4月に、研究成果活用企業として（株）
環境管理会計研究所を設立し、取締役に就任。
その他にも環境省、経済産業省関係の委員会委
員を多数務める。主著に『環境会計』（新世社）
など。

環境経営を支援する
システムの必要性

環境管理会計とは



11SAFE vol.46 January.2004

マテリアルフローコスト会計とは、

工程間へ投入され加工されるマテリ

アル（原材料）のフローを、その種類

ごとに物量データと貨幣データで追

跡するシステムである。さらに加工費

であるシステムコストやエネルギー関

係の用役関連コスト、廃棄物処理コ

ストを追加することによって、計算単

位である物量センター（多くの場合は

工程）ごとに、製品となる良品部分と

廃棄物（マテリアルロス）の正確なコ

ストを算出することができる。

図1は、経済産業省のプロジェクト

の企業導入事例を通じて、その有効

性が実証されている。

でカメラレンズの加工ラインにマテリ

アルフローコスト会計を導入したキ

ヤノンのマテリアルフローコスト会計

のチャートである（ただし、数値は加

工している）。図の中段に示した物

量センターは、カメラレンズ製造の各

工程である。それぞれの工程に投入

されたマテリアルコスト（原材料費）、

システムコスト（加工費）、用役関連コ

ストが、次工程への投入部分（良品

部分）とマテリアルロス部分（廃棄物

部分）に区分され、それぞれコスト評

価されている。

図2は、マテリアルフローコスト会

計の結果をまとめたフローコストマト

リックスで、最終的な製品（良品）と

廃棄物（マテリアルロス）のコストが

算出され、生産工程全体の効率性が

示されている（なお、数値は概算で

マテリアルフローコスト会計
の可能性

加工しているため、図1と図2は正確

には一致していない）。

従来の原価計算では、廃棄物のコ

ストをここまで正確に計算することは

なかったので、マテリアルフローコ

スト会計によって廃棄物のコストが

明示されたことは企業にとって重要

な意義を持つ。特に、廃棄物削減の

ために有効な設備投資決定や、設計

開発の変更をより具体的に考案でき

る点が非常に大きい。マテリアルフ

ローコスト会計の情報をもとに改善

活動を行うことによって、従来の歩留

管理の範囲を超え、環境効率性の向

上と原価削減の双方の目的を達成可

能にすることこそが、環境経営の究

極の目標であるといえよう。

【出典】（図1・2）
中嶌道靖・國部克彦著
『マテリアルフローコスト会計』（日本経済新聞社）

■図1 キヤノンのマテリアルフローコスト会計

■図2 フローコストマトリックス

マテリアルコスト

システムコスト

用役関連コスト

小計

マテリアルコスト

システムコスト

用役関連コスト

廃棄物処理コスト

小計

良品
マテリアルロス
小計

マテリアルコスト率　 32.0％（総コストに占めるロス総額の比率）
荒研削ロスコスト率　 25.1％（総コストに占める「荒研削」ロス総額の比率）
荒研削ロス率　 67.2％（ロス総額に占める「荒研削」ロス総額の比率）
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太陽電池といえば、屋根の上に並

べられている黒く大きな板状のもの

を想像されるだろう。しかし、その

イメージを覆す太陽電池の開発が進

められている。右の写真は現在開発

中の色素増感太陽電池である。大き

く湾曲しているのがよくわかる。プラ

スチック板やフィルムを電池のケース

（基板）として使い、軽量で柔軟なも

のとなっている。これらが製品化され

ると、たとえば、電源がなくてもバッ

グの外側に貼り付けられた太陽電池

から、中に入れたパソコンやCDプレ

イヤーに充電をすることができるよう

になるだろう。

色素増感太陽電池は、1991年にス

イスのグレッツェル氏が考案した。

二酸化チタン（TiO2）、色素、ヨウ素

系溶液からなる電気化学的構造をし

ており、従来の太陽電池のようなシ

リコン半導体を使用しないため、原

材料費を安くできる。また、製造工

程の面でもシリコン太陽電池ほど大

がかりな設備を必要としないため、

低コストと少ないエネルギーで製造

できる。

さらに、電池のベースとなる「基板」

と呼ばれるものに、これまでは製造

時に材料を高温で焼きつける（焼成）

必要があったためにガラスしか使用

できなかったが、より低い

温度でも焼成できる材料

や方法が開発されたた

め、基板にプラスチックの

板やフィルムなどを使用

できるようになった。これ

により、ガラス基板を使っ

た場合よりもはるかに軽

く、さらに湾曲させて使

用できるなど、製品化の

際の自由度が増すことになった。

加えて、これまでの太陽電池はほ

とんど黒色に近いものだったが、色

素増感太陽電池では使用する色素に

よってさまざまな色を出すことができ

る。これにより、看板や壁、ポスター

などに発電機能をもたせることも考

えられる。また、軽量なので、携帯

電話などの製品そのものに組み込ん

でも負担が少ない。
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拡がる太陽光利用　色素増感太陽電池
「曲がる」「軽い」「安い」。これまでの常識を覆す太陽電池が生まれようとしている。
応用次第でバッグや衣服、看板や壁も太陽電池になるかもしれない。
今回は、太陽エネルギーの利用を飛躍的に拡大する可能性を秘める、色素増感太陽電池を紹介する。

曲がる太陽電池

先進環境技術紹介

Eco Frontiers
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図表1 色素増感太陽電池の仕組み
①光を当てる。

②色素が励起され、電子（e-）を放出する。

③放出された電子が、二酸化チタン（TiO2）を通じ

て－極に達し、＋極側と短絡することで電気とし

て取り出される。

④＋極に回った電子は、電解質中のイオン（ヨウ化物

イオン）の酸化還元反応によって増感色素に戻る。

このようなサイクルが繰り返されることで、電気エ

ネルギーを取り出すことができる。

フィルム基板の試作品（左／関西ペイント株式会社提供）
（右／日立マクセル株式会社提供）



色素増感太陽電池は、色素による

二酸化チタンの増感作用を利用して

いる。二酸化チタンが紫外線を吸収

して電子を放出することは、本誌7月

号の光触媒でも紹介しているが、光

触媒では波長400nm程度までしか利

用することができなかった。色素増

感太陽電池では、感度を高める機能

をもつ色素（増感色素）を添加し、可

視光線を含む幅広い波長の光を利

用できるようになっている。

詳しい仕組みは図表1に示すが、

色素から放出された電子が二酸化チ

タンを伝わって透明導電膜に達し、

配線を通じて対極に流れた電子が電

解質の酸化還元反応によって色素に

戻るというサイクルである。

光エネルギーの電気への変換効率※

は、理論上は33％まで可能といわれ

ているが、現在の開発状況では3～

10％である。シリコン太陽電池が

15％程度であることを考えると、若

干効率が低いようにも思われるが、

製造コストが低いことや、これまで

利用できなかったエネルギーを利用

できるようになる点で十分に価値が

ある。

色素増感太陽電池を製造する場合

の代表的なフローと開発上の課題を

図表2に示す。製造方法の概略とし

ては、基板上に酸化チタンを塗り、

熱をかけて焼成する。これに色素を

担持させ、もう一方の電極との間に

電解質をはさみ込み、漏れないよう

に封止するのである。

開発上の課題にはさまざまな企

業、研究機関が取り組んでおり、た

とえば二酸化チタンを基板上に塗る

技術としては、関西ペイントが自社の

スプレー塗装技術を利用して、広範

囲に均一かつ高精度で塗布する技術

を開発している。

その他の要素に関しても色素や電

解質、製造技術など、いろいろな課題

があり、完全な解決には至っていない。

2003年に入ってから、展示会など

で開発企業より試作品の発表が相次

いでおり、数年内の製品化が予想さ

れる。製品化には二つの方向が考え

られる。一つは低コスト・軽量さを

活かして、現在の屋根用太陽電池の

代替となるもの。もう一つは、冒頭に

挙げたように、形状の柔軟さと軽量

さを利用した、モバイル太陽電池と

しての方向性である。

今後、製品化に影響する要素とし

ては特許の問題がある。色素増感太

陽電池に関する基本特許は、前述の

グレッツェル氏が保有しているため、

製品化しようとする企業は特許料を

支払う必要がある。この特許の有効

期限は2008年であり、製品化がそれ

以降になる可能性もある。

いずれにしても、あと数年でさまざ

まなものに太陽電池が装備される時

代がやってくる。未利用エネルギーの

有効利用という点で、大いに期待し

たい技術である。
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色素増感太陽電池の仕組み

製品化に向けて

今後の動向

図表2 製造工程の例と開発上の課題

※変換効率とは

地上の１m2の面積に降り注ぐ太陽光エネルギーは、晴天時には約1kWといわれている。これを利用し、同じ量の光エネルギーを太陽電池に当てたときに、

1m2当たり何kW発電したかを計測し、1kWの何％に当たるかを計算したものが（エネルギー）変換効率である。

変換効率（％）＝出力（W）×100／面積（m2）×1000（W/m2）

基板�
製造工程�

TiO2塗布�

焼成�

色素増感太陽電池�

染色�

電解質注入�

封止�

1 基板上にTiO2を均一に塗る�

2 TiO2を加熱・焼結させる�

3 色素溶液に浸し、色素をTiO2に�
   担持させる�

4 多孔質のTiO2に電解質溶液を�
   注入する�

5 電解質が漏れないように封止する�

開発上の課題

1 二酸化チタン（TiO2）

より微細な粒子（表面積を増やす）をいかに偏りなく均一（より少ない抵抗で電子を流す）に、かつ粒子間

に適度な間隔をあけつつ（電解質溶液が入り込みやすくする）塗布できるか。ハンドリングのよいTiO2材

料や粒子の分散技術、塗布技術の開発が求められる。

2 焼成

より低温で焼成できるTiO2材料や焼成技術の開発。従来は500℃程度で焼成する必要があり、基板には

ガラスしか使用できなかったが、研究開発によって低い温度で焼成できるようになり、ガラス以外にプラ

スチック板や樹脂製フィルムが使用できるようになった。これにより、製造エネルギーの低減になる。

3 色素

よりコストが低く、幅広い波長で励起効果が得られる色素の開発。従来は高価なルテニウム（Ru）を使っ

た金属錯体が用いられていたが、より安価な有機色素が使用できることがわかってきた。鮮やかな色を出

しても変換効率に影響がない色素や、基板上にさまざまな色を混在させる場合の製造法の開発が求めら

れる。

4 電解質溶液

ヨウ素（I）や臭素（Br）を含むものが使用できるが、製造時のハンドリング性や製品化時の安全性を高め

るために、粘性、不揮発性、難燃性などが求められる。基板をプラスチックで作ると、衝撃などで破損し

た際に漏れ出す可能性があり、漏れ出さないような性状やすぐにふさがるような機能を持たせるとともに、

漏れだした際に人体に悪影響が出ないようにしなければならない。



取り組むことができなかった。

しかし、ESCO事業を利用すれば、

経済効果としてのリターンは少なくな

るものの、イニシャルコストを事実上

ゼロにすることができ、これまで取り

組みにくかった設備にも取り組むこと

ができる。

図2に、現在工事中のものも含め、こ

こ数年間に名古屋製造所で行った

ESCO事業を示す。これらの総投資額

は4億3,800万円、期待される効果は

1年あたり7,800万円であり、6年弱で

回収できる計算になる。

ただ、実際にはESCO事業者である

株式会社ファーストエスコが設備を購

入・設置するので、イニシャルコストはか

からず、省エネルギー効果による利益を

住友軽金属はアルミ板・管・棒・形、

各種の銅管などを生産しており、名古

屋製造所では、主にアルミ製品の生産

を行っている。

豪州の関連会社でアルミナなどから

製造されたアルミ地金を原料とし、こ

れを加熱して溶解させ、延ばしたり成

型したりして製品化する。生産工程で

は、製品であるアルミ板などを生産す

るために、加熱や冷却を繰り返す。そ

の際のエネルギーは莫大な量であり、

工場全体のエネルギー使用量は、電

力・LNG・重油・灯油などをあわせる

と、原油換算で約190,000kL／年

（2001年度）、金額にして約60億円に

上る。省エネルギーによる環境負荷の

削減もさることながら、エネルギーコ

ストの削減が経営上の重要課題になっ

ているのである。

名古屋製造所でのエネルギー原単位

（生産量比）の推移を図1に示す。

1973年ごろからはじまった省エネル

ギーの取り組みは、1978年に社内で

省エネルギーの専門チームを組織し、

1987年までの約10年間にわたって集

中的に取り組んだことで、1973年比

約40％のエネルギー削減を達成した。

しかし、80年代後半から90年代前

半にかけて、製品の付加価値を高める

ために工場内での加工工程を増やした

り、製品であるアルミ板の薄肉化が進

んだため、生産にかかるエネルギーは

増加しても生産量の増加にはつながら

TPM活動により、工程全体にわたっ

てさまざまな取り組みが行われている

が、工場の性質上、生産量や品質アッ

プに直接的に貢献しない設備は更新の

対象となりにくい。また、小さな設備

では費用の割に大きな効果が期待でき

ないこともあり、これまではなかなか
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ESCO事業で省エネと設備更新を同時に実施
住友軽金属工業株式会社 名古屋製造所

住友軽金属工業株式会社の名古屋製造所では、
ESCO事業方式でいくつもの設備更新を進めている。
老朽化した設備を更新して省エネを行う上で、ESCO事業は有効である。

Case.05
エコ設備導入事例

ず、エネルギー原単位は1973年比約

90％まで増加してしまった。

そこで、1992年よりTPM（Total

Product Management）活動として、

再度、省エネルギーに取り組むこととし

たのである。TPM活動では、小グルー

プを作り、生産のあらゆる段階で小さ

なロスを改善し積み上げていくことで

全体の省エネルギーを達成する。しか

し、そういった活動にも限界が見え始め

たため、今回は短期の投資回収が困難

なものや、対象台数が多い小さな設備

でマンパワー不足により検討が進まな

かったものを対象としている。

名古屋製造所の省エネルギーの
あゆみ

名古屋製造所のESCO事業

1973

50

100

1980

ムダをなくす活動�
原
単
位
指
数�

省エネ専門チームによる�
改善取り組み�

加工工程の増加による�
エネルギー使用量増�

TPM活動�
生産のあらゆるロスを減らす�
重複小集団活動�

（生産性の向上）�

1985 1990 1995 2000 年度�

■図1 エネルギー原単位（生産量比）指数の推移

会社概要
社名：住友軽金属工業株式会社

所在地：東京都港区新橋5-11-3

設立：昭和34年8月

資本金：142億7,800万円

売上高：1,731億100万円（平成15年3月期）

従業員数：2,140人（平成15年3月末現在）

営業品目：アルミ圧延品、伸銅品、その他

名古屋製造所：愛知県名古屋市港区千年3-1-12



いきます。蒸気の供給に関しては、電

気や燃料を使うボイラがまだあります

が、蒸気による廃熱回収を進めて、空

調エネルギーへの利用を図っていきた

いと思っています。」

契約に応じた比率で分配する形になる。

事業の内容は、大きく分けて「イン

バータ化」と「コンプレッサーの導入

（更新）」の2種類である。インバータ化

によってポンプやブロワを適切な回転

数に制御できるようになり、省エネル

ギーになる。コンプレッサー導入の主

な目的は老朽化したコンプレッサーの

更新だが、同時に蒸気タービンによっ

て未利用だった蒸気を活用し、ガスエ

ンジンによって電力ピークの平準化を

図っている。
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●環境保全に貢献する設備機器のお問い合わせは下記へ

三井住友銀リース株式会社　業務開発部　Tel：03-5404-2491 Fax：03-5404-2540

●本記事は、株式会社ファーストエスコの協力を受けて作成しています。ESCO事業に関するお問い合わせはこちらへ

株式会社ファーストエスコ　Tel：03-3538-5980 Fax：03-3538-5990

●生産本部　
名古屋製造所
設備部　担当課長
立松勝氏

数多くの取り組みを行っている名古

屋製造所だが、今後の予定を設備部の

立松担当課長に伺った。

「エネルギー消費ピークを抑える方

向で進めていきます。ガスエンジン併

用コンプレッサーの導入はその一環で

す。電気代が高い時間帯はガスで、安

い夜間は電気でという使い分けをして

熱延（高温の状態で圧延する）設備を中心に、一部

冷延（常温の状態で圧延する）設備を含めた21カ所

で、冷却水ポンプとモーターのブロワをあわせて34

基の制御をインバータ化する。

従来は、常に一定量の冷却水を流していたが、季

節ごとの水温の変化を考慮し、冷却に必要な水量

だけが供給されるようにポンプを制御し、消費電

力を抑えた。ブロワについても、必要に応じて回

転数制御ができるようにした。

割高な昼間電力帯はガスエンジンで駆動し、その

他時間帯はモーターで駆動させる。

蒸気量はすでに十分にあるため、ガスエンジンの熱

回収は行わない。

省エネ効果を原資として老朽化したコンプレッサー

を更新することを目的とする。

図2 名古屋製造所のESCO事業

●冷却ポンプ

① 冷却水ポンプおよびブロワ回転数
制御のインバータ化
（第1期：2001年4～6月稼働、第2期：2003年3～4月稼働）

② 蒸気タービンアシスト駆動コンプレッサーの導入
（2002年4月稼働）

③ ガスエンジン・モーター併用
コンプレッサーの導入
（2004年1月稼働予定）

鋳造廃熱ボイラで発生する蒸気の圧力差を利用して蒸気タービンを回

し、コンプレッサーを駆動させる。減圧された蒸気と圧縮空気は工場

内で利用される。

コンプレッサーは基本的にモーターで駆動するが、蒸気圧が高まった

ときには蒸気タービンが回り、モーターを補助する。280kWのコンプ

レッサー出力に対して、蒸気タービンは約170kW程度を発生し、モー

ターの消費電力を軽減している。

コンプレッサーによる動力回収と老朽化したコンプレッサーの更新を

兼ねる。

●蒸気タービン

モーター�
（280kW）�

蒸気�
タービン�

蒸気�
9k

IN

OUT
蒸気�
4.5k

コンプレッサー�

圧縮空気�

●コンプレッサー（建屋内）

今後の展開
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ここ数年で日本のIT化は急速に進み、Web上での情報収集が簡単になりました。
しかし、他の分野と違って、環境を扱うサイトはまだまだ少ないのが現状です。
そこで、環境についてもっと知りたいという方に、さまざまな視点で環境マガジンを集めてみました。
どれか一冊でも年間購読をして、環境知識を深める一年にしてみてはいかがですか。

情報を制する者は、環境も制す

環境マガジン特集を除き、掲載商品はすべて税別価格になっています。

Point
エコ商品 ここがポイント

環境マガジン特集

日経エコロジー
（日経BP社）

先進企業の戦略から技術動向まで、環境経営に関わる問題を

いち早くキャッチする雑誌です。CSR、有害物質規制、ISOな

ど、話題のテーマを取り上げ、詳細に解説する「特集」のほか、

環境担当者必読の「8大連載講座」など毎号充実した内容です。

●日経BP社　購読のお申し込み・お問い合わせ先 Tel:03-5696-1111
http://biztech.nikkeibp.co.jp/biztech/eco/

環境時代を切り拓く　技術＆経営情報誌。

自休自足
（第一プログレス）

自然の中で、ゆったりと豊かに暮らすことを提案する雑誌です。

自然豊かな田舎へ移り住み、スロー＆ナチュラルライフを実

践する人々をレポート。また、有機野菜の栽培方法や田舎の

物件紹介など、田舎暮らしに役立つ情報が充実しています。

●第一プログレス　お問い合わせ先 Tel:03-3222-9738
http://www.yumeinaka.net/

自然の中で暮らすことの贅沢。

ソトコト
（木楽舎）

「エンジョイ・エコ」をキーワードに、楽しくかつエコロジー

なライフスタイルを提案する世界初の環境ファッション雑誌

です。ファッションあり、スローフードあり、トラベルありと、

型にはまらない環境へのアプローチが満載。

●ソトコト編集部　お問い合わせ先　Tel:03-3549-1011
http://www.sotokoto.net/

肩の力を抜いて、「エンジョイ・エコ」。

年間購読料
1年（12冊）：14,400円
3年（36冊）：30,400円
1冊定価：1,400円
発売日：毎月8日

定価：600円
発売日：毎月5日

環境ビジネス
（宣伝会議）

環境と経済を両立させることが課題となった今、環境ビジネ

スの支援に特化した、企業の環境市場への参入を応援する雑

誌です。環境ビジネスのトレンドやケーススタディを中心に、

企業が環境市場で成功するためのヒントを紹介。

●宣伝会議　お問い合わせ先　Tel:03-3475-3041
http://www.sendenkaigi.com/

環境ビジネスの強い味方。

定価：840円
発売日：毎月26日

定価：980円
発売日：2・5・8・11月末



高効率な太陽光発電システムや給湯器

の採用で光熱費はゼロ。さらに磁器製

の外壁や屋根材を使用し、半永久的に

メンテナンスは不要。約16年で初期の

設備投資分は回収でき、経済的です。
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E C O
新光熱費ゼロ住宅「ドマーニ・ゼロスタイル」（積水化学工業）

太陽の恵みをフル活用。

価格：65万円/3.3m2

Products & Services
S E L E C T I O N

●積水化学工業　お問い合わせ先
Tel:03-5521-0522
http://www.sekisuiheim.com/

宛名ラベルとテープの簡易包装によ

り、従来の包装に比べごみを90％カッ

トします。また、封筒・包装紙制作費

や封入作業費を合わせた総コストを約

1/3*までダウンできます。

受注代行サービス「エコメールクラブ」（トウメイエンジニアリング）

環境配慮は、カタチから。

●トウメイエンジニアリング お問い合わせ先
Tel:058-234-1666
http://www.tomei-eg.com/

＊封筒・ラベル貼り1万部の場合

エコラベルの理想形が
ここにある。

より
エコラベル

「国民の10人中8人はグリーンコン

シューマー」で、1978年に世界初の

エコラベルを作り出した国といえば？

正解は、ドイツです。

ドイツで生まれたこのエコラベル

は、通称ブルーエンジェル。正式には

Das Umweltzeichen（環境保護表示）

といいます。では、なぜブルーエンジェ

ルというのでしょうか。それは、国連環

境計画のロゴを使用したことによるも

ので、いつの間にか正式名称より通称

の方がコンシューマーになじんでしまっ

たというエコラベルなのです。

それだけ、エコラベルがコンシュー

マーに浸透している証拠でもあり、ま

さにエコラベルの鑑といえるでしょう。

エコメモ：再生紙とは？

耳

再生紙とは、家庭・オフィスで回収された古紙や印刷所などから出る断裁クズを、溶かし再び漉
す

き直した紙です。現在、日本で使
用される紙の約6割は再生紙といわれています。一般に古紙の再生利用は3～5回が限度とされ、紙の生産には常に新しいパル
プが不可欠です。また、木材からパルプを取り出す際のエネルギーや、紙についたインキを洗い流す水も必要。再生紙は森林保
護に役立つものの、完全に環境負荷がないわけではありません。再生紙とはいえ、紙の有効利用を心掛けたいものです。

ブルーエンジェル概要
●運営主体
ドイツ連邦環境庁
ドイツ品質保証・ラベル協会
環境保護表示審査委員会
●制度開始年
1978年
●ホームページ
http://www.blauer-engel.de/

外側は、工業リサイクル・ポリエステ

ル100％で防風性と耐水性を兼ね備え

た素材を使用。内側は、PCRポリエス

テル*製で防寒性の高いフリースを装

備。また、撥水性も高いので、快適な

着心地です。

ウィンターウェア「インファーノ・ジャケット」（パタゴニア）

エコウェアで銀世界へ。

●パタゴニア　お問い合わせ先
Tel:0088-252-252（フリーコール）
http://www.patagonia.com/（日本サイト）

品番：84303
価格：40,000円

＊PCR（post consumer recycle：消費者から回収／リサイクルした）ポリエステル

この写真はイメージです。



10月20日・21日に行われたこの「金

融と環境に関する国際会議」は、

UNEP FIの最重要イベントであり、こ

れまでシカゴ、フランクフルト、リオデ

ジャネイロなどで開催されている。今

回の会議では、「Sustaining Value：

金融が持続可能な社会と価値の実現

に向けて果たす役割」をテーマに、

16のセッションなどが持たれた。

開会にあたって、この会議を共催

した日本政策投資銀行の小村武総裁

の挨拶の後、小池百合子環境大臣が

「環境と経済発展が両立できる施策

をとること」が日本政府の基本姿勢で

あると述べ、金融界に対しては「社会

的責任投資などで、持続可能性に貢

献して欲しい」との期待を示した。

また、会議初日のレセプションで、

日本の銀行としては日本政策投資銀

行、滋賀銀行、三井住友銀行に続き、

住友信託銀行が「UNEP 金融機関声

明」への署名を行った。これは日本の

金融機関としては13機関目となる。

両日行われたセッションには、「サス

テナビリティ報告書：基準とガイドライ

ン」「保険と持続可能性」「発展途上国

と持続可能性」「土壌汚染対策と最適

な環境リスク審査」「カーボンディスク

ロージャープロジェクト」などのプログ

ラムがあり、金融と持続可能性の分野

での最先端の事例紹介や、課題につ

いて活発な議論が交わされた＊。

2日目の「持続可能性を組み込んだ

金融業界へ」と題されたセッションで、

環境の保全や社会の持続的発展に

資する事業を積極的に選択し、投融

資活動において支援することなどを

謳った「持続可能な社会の実現に向

けての東京原則」を採択し、閉会した。

この会議を契機として、持続可能な

社会に向けた積極的な役割を、アジ

アの金融機関がどう担っていくのか

が注目されよう。

＊プログラムの詳細および討議内容は、
http://unepfi.net/tokyo/jpをご覧下さい。
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UNEP FI東京会議、アジアで初の開催
国連環境計画 ファイナンス・イニシアティブ（UNEP FI）東京会議が、東京国際フォーラムにて行われた。
今後、アジア地域の金融機関が環境へどのように取り組んでいくのか、注目される。

欧州委員会は10月29日、Reach

（ Registration, Evaluation and

Authorization of Chemicals）システ

ムと呼ばれる新たな化学物質管理制

度をEU議会に法案として提出した。

Reachは、化学物質を年間1トン（t）

以上生産または使用する企業に、そ

の物質の安全性や用途などを記した

データシート（10t以上の物質はリスク

評価を含む）の登録を求める。その上

で、有害性の高い物質は認可制とし、

代替物質への転換を求める。約3万

種類の化学物質が登録対象となり、

その1/3程度がリスク評価、約1,500物

質が認可の対象となると考えられてい

る。これまでの規制と大きく異なるの

は、新規物質だけでなく既存の物質

も対象とした点と、リスク評価義務を

企業側に課した点である。

Reachは対象物質が多いため、規

制の対象企業に多大なコストを強い

るとみられ、欧州委員会の経済影響

評価では、導入開始から11年間の移

行期間にかかるコストが23～52億ユー

ロ（約3千～7千億円）と見積もられて

いる。ただし、環境と人間の健康に

対するプラスの効果は、30年間で500

億ユーロ（約6兆5千億円）にのぼると

される。

企業側の負担増ばかりが取りざた

されているが、そもそも、Reachが立

案されたのは、既存物質のリスク評価

が進んでいないことにある。今後、既

存の約40のEU指令・規制と置きかわ

り、Reachに一本化される。また、登

録基準を従来制度の10kgから1tに緩

和して研究用の化学物質を面倒な手

続きから解放し、代替物質の開発促

進をはかっている。

今回提出された法案は、産業界や

EU諸国、日米中など域外国からの激

しい反発を受け、5月発表のドラフトか

らかなり修正された。逆に、規制条件

が緩和されたことで、環境保護団体な

どは激しく反発している。

法案の成立時期は不明だが、まだ

修正の可能性を残しており、今後の審

議を注視していく必要がある。

EUの新化学物質規制法案がEU議会に提出
これまでに類をみない規模で、化学物質を包括的に管理・規制しようとする「Reach」法案がEU議会に
提出された。莫大なコストと人々の健康・環境保護の間で揺れるReach法案の行方はどうなるのか。

SAFE NEWS Archives
1Topics

2Topics



●東京ガスが、ダイムラー・クライスラー日本と燃料電池乗用車「F-

Cell」の使用契約を締結。トヨタ自動車製の燃料電池自動車とともに、

東京ガスの通常業務用車両として使用する。（10/16）

http://www.tokyo-gas.co.jp/

●大和証券が、CSR遂行度に着目した株式投資信託を販売開始。

（10/23）

http://www.ir.daiwa.co.jp/japanese/

●みずほコーポレート銀行が、海外のプロジェクトファイナンスに関し、地

元の環境や社会に与える影響を配慮する際の民間銀行共通基準である

エクエーター原則を、邦銀で初めて採択することを決定。（10/27）

http://www.mizuhocbk.co.jp/

●電源開発と富士総合研究所が、排出権市場分析や排出権価格予測を手

掛けるノルウェーのポイントカーボン社の日本での代理店業務を開

始。（10/30）

http://www.jpower.co.jp/

●新日本石油が、ガソリン中の硫黄分10ppm以下の「サルファーフリー」

を保証した環境対応型ハイオクガソリン「ENEOSヴィーゴ」を全国販売。

（11/1）

http://product.eneos.co.jp/

●ファーストエスコと丸紅が、セイコーエプソン伊那事業所において、

国内初の液化天然ガス（LNG）の燃料電池によるESCO事業の実施を

発表。（11/5）

http://www.fesco.co.jp/

●岡村製作所のオフィス用いす「コンテッサ」が、日本のオフィス家具メー

カーで初めて米国環境基準である「グリーンガード」の認定を取得。

（11/11）

http://www.okamura.jp/

●新日本石油のCO2削減プロジェクトが、京都議定書に基づく「クリー

ン開発メカニズム（CDM）」として、石油業界で初めて日本政府によ

る認定を受けた。（12/3）

http://info.eneos.co.jp/
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NEWS Head-Lines 2003.10-12

経済

●東京都下水道局が、2002年度環境報告書を公表。（10/21）

http://www.gesui.metro.tokyo.jp/

●森林の整備・保全を推進するための新たな全国森林計画が閣議決定。

対象期間は2004年4月1日から15年間。（10/21）

http://www.rinya.maff.go.jp/

●国土交通省が、2002年度の河川水および河川底質中の内分泌撹乱物

質に関する調査結果を公表。全国22地点で重点調査濃度を上回る値

が観測された。（10/24）

http://www.mlit.go.jp/

●三重県、愛知県などの東海3県1市と、物流関連企業・団体が、自動車

に起因する大気汚染物質や温室効果ガスの削減を目指し、「東海三県

一市環境配慮型物流推進宣言」を行った。（11/5）

http://www.pref.mie.jp/

●国土交通省が、河川水の再利用度合いを表す「フレッシュ度」という

新たな指標を導入。国民が水量確保の困難性や、水処理の重要性を考

える契機にすることが目的。（11/7）

http://www.mlit.go.jp/

政策

●国土交通省が、「地方モーダルシフト等事例公表制度」を創設し、

2003年度以降実施することを発表。（11/7）

http://www.mlit.go.jp/

●東京都が、10月1日に開始したディーゼル車規制の効果の推計を公

表。都内登録車両の規制対象車数のうち、2003年9月末時点で約8

割が規制に対応していることが明らかに。（11/13）

http://www.metro.tokyo.jp/

●環境省が、2002年度の有害大気汚染物質の大気環境モニタリング調

査結果を公表。ほぼすべての物質が環境基準値を達成。（11/14）

http://www.env.go.jp/

●気候変動枠組み条約の第9回締約国会議（COP9）が、イタリア・ミラノ

で開催。温暖化防止に向け、各国の代表による活発な議論が行われた。

（12/1）

http://unfccc.int/

●環境省が、12月16日から温室効果ガス排出量取引試行事業を開始。

（12/5）

http://www.env.go.jp/

●トヨタ自動車が、大気浄化能力が高くヒートアイランド現象の抑制効

果が高いクチナシの新品種「ヴァルト」を開発。（10/21）

http://www.toyota.co.jp/jp/

●住友金属工業が、固体高分子形燃料電池（PEFC）セパレーター用の高

性能ステンレス薄鋼板を世界で初めて開発、量産化の見通し。

（10/28）

http://www.sumitomometals.co.jp/

●日立製作所が、システム・サービス製品の全ライフサイクルでの環境

負荷を算出する環境評価プログラム「SI-LCA（シルカ）」を開発。

（10/30）

http://www.hitachi.co.jp/

●帝人ネステックスが、花粉などの侵入を80％以上阻止できる網戸用

ハイメッシュネット織物「クロスキャビン」を開発。（11/5）

http://www.teijin.co.jp/japanese/

●アイカ工業が名古屋工業大学と共同で、接着剤などに利用できる生分

解性のハイブリッド乳剤を開発。（11/25）

http://www.aica.co.jp/

技術

●「第13回日経地球環境技術賞」の表彰式が、東京大手町の経団連会館

で開催され、大賞としてダイハツ工業の自己再生型自動車排気ガス浄

化触媒開発グループが表彰された。（11/5）

http://www.nikkei.co.jp/

●第46次南極地域観測隊が出発。地球規模の環境変化に関する総合研

究の他、80万年前までの気候変動の解明を目指す。（11/28）

http://www.jma.go.jp/

●「エコプロダクツ2003」が開催。企業・団体などの商品展示や、シン

ポジウム・セミナーが多数開かれた。（12/11）

http://eco-pro.com

社会



地球環境問題の政治経済学を、こ

の分野の第一人者が責任編集。エネ

ルギー政策、都市政策、交通政策、

廃棄物政策、森林政策、海洋環境政

策など重要な政策領域を取りあげ、

それぞれ専門の気鋭の研究者が執

筆した。初学者にとっては、各章ご

とに紹介される「学習研究のための

案内」「インターネット情報ガイド」が

非常にありがたく、入門書としても最

適である。

前著「ドイツを変えた10人の環境

パイオニア」の姉妹編。著者が在住

するフライブルグ市の環境対策を詳

しく紹介し、環境先進国ドイツの環

境政策を述べている。教育、水、ご

み、交通、エネルギーなどのテーマ

に則して優れた具体例を満載。ドイ

ツ、北欧の環境政策を紹介した本は

ここ3～4年でずいぶん増えたが、そ

の中でも必読書であろう。前著とあ

わせて読みたい。

ロングセラーの年度版データブッ

ク「理科年表」の姉妹編として、環境

編が加わった。従来の理科年表の特

徴であった、暦、天文、物理、化学、

地学、生物とは趣を異にした分野で

あり、画期的なことである。大気環

境、水環境、循環・廃棄物、有機化

学物質、自然環境、条約などの項目

で記載。国内で、世界で、環境がど

う変化しているのかを一人ひとりが

知るための身近な1冊である。
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BOOKS
新しい環境経済政策

サステイナブル・エコノミーへの道
寺西俊一　編
東洋経済新報社

価格2,800円（税別）

ここが違う、
ドイツの環境政策

今泉みね子　著
白水社

価格1,700円（税別）

理科年表 環境編

大島康行　浅島誠　高橋正征
原沢英夫　松本忠夫　編

丸善　　価格1,600円（税別）

9位はロングセラー「これでわかる水

処理技術」の第2弾。水関係は、処理技

術などの工学書が引き続き好調。また、

水利権関係書も秋ごろから出版点数が

増えており、世間の関心の高まりをう

かがうことができる。10位は岩波書

店「思考のフロンティア」という哲学シ

リーズの第2期のうちの1冊である。3

位は環境、生態学、複雑系コーナーの3

カ所で売れており、幅広い読者層を得

ている。

●環境書11月度売上げベストテン

地球環境キーワード事典 中央法規出版 1,500円

ここが違う、ドイツの環境政策 白水社　 1,700円

持続不可能性 文一総合出版 2,800円

食べ物から広がる耐性菌 三五館　 1,500円

平成15年版 環境白書 ぎょうせい　 1,800円

スローライフ100のキーワード　弘文堂　 1,800円

新しい環境経済政策 東洋経済新報社　 2,800円

環境ホルモン　人心を「撹乱」した物質 日本評論社　 1,600円

わかりやすい水処理設計　工業調査会　 2,300円

環境 岩波書店　 1,300円

1

2

3

4

5

6

7

8

9

10

環境を考える本

ジュンク堂書店（池袋本店）2003年11月1日～11月30日

※価格はすべて税別



編集後記

●新年明けましておめでとうございます。本年もよろしくお願い申し上げ
ます。さて、今月の誌面では、UNEP FI 国内メンバーから3社にご協力い
ただき、日本の金融機関と環境との関わりについて座談会を開催した模様
を掲載しております。皆さまからのご感想をお待ちしております。（服）

●新しい廃棄物処理法が施行された。今回の改正点の一つに事業者が事業
系一般廃棄物処理を外部委託する行為の明確化がある。従来、自治体が守
備範囲としてきた点を見直し、改めて排出者責任を問うものだ。ただ、中
小商業者などには「適正な委託先をどう見つけたらよいのか」という戸惑
いも多い。霞ケ関と現場との距離を縮めるのは容易ではない。（英）

●COP9の開催とほぼ時を同じくして、国連の主催で「世界情報社会サミッ
ト」がジュネーブで開催された。同サミットで行われた議論では、「（情報）
格差の是正を誰が担うか」「教育と医療の重要性」「政府の関与レベル」など
が、主要な論点として浮き彫りとなった。今世紀は、環境の世紀、情報の世
紀などと呼ばれ、どちらの言葉もビジネス上注目度は高いが、解決すべき
課題の根っこは両者とも共通のようである。（堀）
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SMFG環境インフォメーション
SMFGと読者の環境コミュニケーションスペース

環境問題への対応は21世紀の最大のテーマ。

企業にとっては、環境配慮型の経営が重要な課題となっています。

三井住友銀行・日本総合研究所ではこうした企業ニーズに対応し、

「エコ・コンサルティング」のラインアップを強化しました。

ISO14001認証取得をはじめ、お気軽にご相談下さい。

本誌「SAFE」はホームページ上でもご覧いただけます。

http://www.smfg.co.jp/aboutus/
environment/index.html

本誌の送付先やご担当者の変更などがございましたらご連絡を
お願いいたします。

広報部：服部　Tel：03-5512-2689

※本誌掲載の記事の無断転載を禁じます。 ※本誌は再生紙を使用しています。

企業の環境保全活動を、三井住友銀行・日本総合研究所が支援します。

エコ・コンサルティング

■企業ニーズに対応した豊富な
サポート

三井住友銀行・日本総合研究所では、
「エコ・コンサルティング」をはじめ、
企業の環境ビジネスへの取り組みに
関するサポートを強化し、環境対策、
環境ビジネス展開にかかわる情報整
理の支援や、資金需要顕在化への対
応などを行っています。

三井住友銀行・日本総合研究所は、環境マネジメントシステムの
国際規格ISO14001の認証を取得しています。

※三井住友銀行の認証拠点は本店、大阪本店、大手町本部、神戸本部です。
※日本総合研究所の認証拠点は札幌、名古屋を除く全事業所です。

◎詳しくは、お取引店にお問い合わせ下さい。

■エコ・コンサルティングのフロー

日本総合研究所

○ISO14001認証取得支援

○環境会計

○土壌汚染

○省エネルギー

○エコ・マーケットプレイス

○環境PFI

三
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客
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